
Ⅰ 放送大学学園の概要 
 

事 業 内 容     １ 放送大学を設置し，これを運営すること 
２ 放送大学の教育に必要な放送を行うこと 
３ その他必要な業務を行うこと 

 
事務所の所在地   千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 

 
   役員の定数等  
       定数：理事７人以上９人以内（うち常勤６人以内），監事２人 

（平成３１年３月３１日現在） 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

有 川 節 夫 理 事 長 
平成29年 4月 1日～ 
平成31年 3月31日 

昭和60年 4月 九州大学教授 
平成20年10月 九州大学総長 
平成29年 4月 放送大学学園理事長 

來 生  新 理事（学長） 
平成29年 4月 1日～ 
令和 3年 3月31日 

平成元年 4月 横浜国立大学教授 
平成17年 4月 横浜国立大学理事・副学長 
平成21年 5月 放送大学教授 
平成23年 5月 放送大学副学長 
平成26年 4月 放送大学学園理事 
平成29年 4月 放送大学長 

山 下 和 茂 理 事 
平成30年10月16日～ 
令和元年 9月30日 

昭和59年 4月 文部省入省 
平成29年 4月 文部科学省大臣官房付（（併）

内閣官房内閣審議官（内閣官房
副長官補付）［文化経済戦略特
別チーム副チーム長］） 

平成30年10月 放送大学学園理事 

平 井 光 夫 理 事 
平成29年10月 1日～ 
令和元年 9月30日 

昭和54年 4月 東京国税局 
昭和59年 7月 大蔵省入省 
平成29年 7月 財務省会計センター次長 
平成29年10月 放送大学学園理事 

田 中  宏 理 事 
平成29年 7月17日～ 
令和元年 9月30日 

昭和61年 4月 郵政省入省 
平成27年 8月 大阪大学産学連携本部教授、副本部長 
平成29年 7月 放送大学学園理事 

岡 田 光 正 理 事 
平成29年 4月 1日～ 
平成31年 3月31日 

平成 3年 8月 広島大学教授 
平成23年 1月 放送大学教授 
平成26年 4月 放送大学教育支援センター長 
平成29年 4月 放送大学学園理事・放送大学副学長 

太 田 文 雄 理事（非常勤） 
平成29年10月 1日～ 
令和元年 9月30日 

平成21年 6月 株式会社NHKｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ取締役 
平成24年 4月 日本放送協会学園生涯学習局長 
平成24年10月 日本放送協会学園理事・生涯学習局長 
平成25年10月 日本放送協会学園理事長（H28.9まで）
平成25年10月 阿部育英基金理事長 
平成29年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

田 中 優 子 理事（非常勤） 
平成29年10月 1日～ 
令和元年 9月30日 

平成 3年 4月 法政大学教授 
平成26年 4月 法政大学総長 
平成29年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

永  田  恭  介 理事（非常勤） 
平成27年10月 1日～ 
 令和元年 9月30日 

平成13年 2月 筑波大学教授 
平成25年 4月 筑波大学長 
平成27年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

三 島 良 直 監事（非常勤） 
平成30年 6月 1日～ 
令和 2年 5月31日 

平成 9年 4月 東京工業大学大学院教授 
平成24年10月 東京工業大学学長（平成30年3月まで）
平成30年 6月 放送大学学園監事（非常勤） 



石  井  尚  子 監事（非常勤） 
平成27年10月 1日～ 
令和元年 9月30日 

平成16年10月 弁護士 
平成27年10月 放送大学学園監事（非常勤） 

 
   教員及び職員の数  教員：９５人   

 職員：２４９人  
   
   沿      革   昭和５６年  ７月 放送大学学園設立 
              昭和５８年  ４月 放送大学設置 
              昭和５９年１０月 東京放送局免許 
              昭和５９年１２月 前橋放送局免許 
              昭和６０年  ４月 関東地方の一部において，テレビ（地上アナログ放送）・ラジ

オによる授業放送を開始するとともに学生を受入れ 
              平成  ２年１０月 関東地方以外において，順次ビデオ・オーディオテープを 

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ 
              平成１０年  １月 衛星（ＣＳ）放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成１０年１０月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
              平成１３年  ４月 放送大学大学院修士課程設置 
              平成１４年  ４月 放送大学大学院修士課程学生受入れ開始 
              平成１５年１０月 特殊法人から特別な学校法人へ移行 
              平成１８年１２月 地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と同

様） 
              平成２１年  ６月 ＢＳデジタル放送の委託放送業務の認定 
              平成２３年  ７月 地上アナログテレビ放送の終了 
              平成２３年１０月 ＢＳデジタル放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成２４年  ３月 ＣＳ放送の終了 
             平成２６年 ４月 放送大学大学院博士後期課程設置 

              平成２６年１０月 放送大学大学院博士後期課程学生受入れ開始 
              平成２７年 ４月 オンライン授業の開始 
              平成３０年 ４月 学習教育戦略研究所設置 
              平成３０年 ９月 地上デジタル及びＦＭラジオによる授業放送終了 
              平成３０年１０月 ＢＳマルチチャンネル放送開始  
 
   設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 
 
   主 管 省 庁 名  文部科学省，総務省 
  



   審 議 等 機 関     名  称   評議員会 
             業務内容   ・  理事長の諮問に応じ，放送大学学園の業務の運営に関する重要事項 
                     について審議する。 
                                     ・  放送大学学園の業務の運営につき，理事長に対して意見を述べる。 
             構 成 員   【定数：２０～２７人 現員：２７人】  

（平成３１年３月３１日現在） 
 

氏  名 職   名   等 

安 部 恵美子 

有 川 節 夫 

池 田 龍 彦 

磯 部 雅 彦 

岩 永 雅 也 

内 海 房 子 

太 田 文 雄 

岡 田 光 正 

帯 野 久美子 

鎌 田   薫 

菅  康 弘 

來 生   新 

鬼 頭 達 男 

小 林 光 俊 

澤 川 和 宏 

島 田 尚 信 

田 中 優 子 

津 野 和 子 

徳 田 英 幸 

永 田 恭 介 

永 原   伸 

西 野 文 章 

濱 田 純 一 

板 東 久 美 子 

東 川 勝 哉 

宮 野 モ モ 子 

室 伏 きみ子 

日本私立短期大学協会常任理事（長崎短期大学学長） 

放送大学学園理事長 

放送大学副学長 

高知工科大学学長 

放送大学副学長 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

前学校法人日本放送協会学園理事長 

放送大学副学長 

株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役 

日本私立大学団体連合会会長（早稲田大学前総長） 

日本放送協会理事 

放送大学長 

一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター顧問 

全国専修学校各種学校総連合会顧問 

千葉県教育委員会教育長 

ＵＡゼンセン顧問 

法政大学総長 

前放送大学同窓会連合会会長 

情報通信研究機構理事長 

一般社団法人国立大学協会副会長（国立大学法人筑波大学長）

一般社団法人日本民間放送連盟専務理事 

一般社団法人日本新聞協会専務理事・事務局長 

放送倫理・番組向上機構理事長 

日本司法支援センター理事長 

公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 

放送大学千葉学習センター所長 

国立大学法人お茶の水女子大学長 
 
 
 



Ⅱ 事業の実施状況 
 
 １ 放送大学を設置し，これを運営することに関する事項 
 
 （１）学生の募集等 
   下記のとおり，平成３０年度第２学期学生募集を行った。   

               （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第２学期 全科履修生 15,000

（第１回）６月１５日～８月３１日 
（第２回）９月 １日～９月２０日 第２学期 選科履修生 科目履修生 40,000

大学院 
文化科学研究科 

第２学期 修士選科生 修士科目生 11,000
（第１回）６月１５日～８月３１日 
（第２回）９月 １日～９月２０日 

 
   下記のとおり，令和元年度第１学期学生募集を行った。                  

（単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第１学期 全科履修生 15,000

（第１回）１２月  １日～２月２８日 
（第２回） ３月 １日～３月１７日 第１学期 選科履修生 科目履修生 40,000

大学院 
文化科学研究科 

修士全科生 500

(８月１５日～８月３１日募集) 
１０月６日      第１次選考(筆記試験) 
１１月１７,１８日  第２次選考(面接試問) 
１２月１２日    最終合格者決定 

第１学期 修士選科生 修士科目生 11,000
（第１回）１２月  １日～２月２８日 
（第２回） ３月 １日～３月１７日 

博士全科生 10

(８月１５日～８月３１日募集) 
１０月６日      第１次選考(筆記試験) 
１１月１１日     第２次選考(面接試問) 
１２月１２日   最終合格者決定 

    このほか平成３０年度集中科目履修生として「看護師資格取得に資する科目」の募集を５月１日～３１日
の間行った。また，「図書教諭資格取得に資する科目」については，５月１日～６月７日の間に行った。  

    
 
 
   

（入学者数推移） 
  〔学  部〕                                     （単位：人） 

年  度 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

全科履修生 7,763 4,205 7,402 4,135 7,061 3,902 6,917 3,775 7,546 - 

選科履修生 11,864 6,250 11,628 6,145 11,474 6,149 11,067 6,137 10,479 - 

科目履修生 6,691 7,603 6,306 7,158 6,225 7,118 6,167 6,826 5,241 - 

特別聴講学生 1,217 3,395 1,248 3,410 1,285 3,385 1,248 3,448 1,164 - 

                                  
 
 



  〔大学院〕                                     （単位：人） 

年   度 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

修士全科生 374 386  385 359 307 

修士選科生 2,600 1,085 2,448 1,063 2,514 1,047 2,334 935 2,079 - 

修士科目生 505 672 515 636 451 669 464 579 417 - 

特別聴講学生 0 1 1 1 0 0 7 11 2 - 

博士全科生 12 13  10 16 11 

 

（２）学生の教育等  

 
① 平成３０年度第１学期の在学者（学部８２，１７１人，大学院修士課程４，９４２人，大学院博士後期

課程５４人）及び平成３０年度第２学期の在学者（学部８３，６１０人，大学院修士課程４，９５１
人, 大学院博士後期課程５４人）に対して放送授業，オンライン授業，面接授業，通信指導，研究指
導，単位認定試験等を下記のとおり実施した。 

 

放送授業 

 

 

・放送授業の放送期間 

 第１学期 

平成３０年 ４月１日～ ４月２８日 

                       １５週間  

 平成３０年 ５月６日～ ７月２１日 

 

 第２学期 

平成３０年１０月１日～１２月２８日 

                       １５週間   

 平成３１年 １月５日～ １月２０日 

 

・第１学期は学部２８８科目,大学院５９科目，第２学期は学部２８８科目，大学院５９科目を放

送  

なお，平成３０年４月２９日～５月５日を「ゆとりの期間」，平成３０年７月２２日～９

月３０日を「集中放送授業期間」として,また，平成３０年１２月２９日～平成３１年１月

４日を「年末・年始学習期間」，平成３１年１月２１日～３月３１日を「冬期学習期間」と

して，授業番組の一部を再放送 集中放送授業期間又は冬期学習期間には，「司書教諭資格取

得に資する科目」（５科目），「看護師資格取得に資する科目」（５科目），「教員免許更

新講習に関する科目」（９科目）を放送  

オンライン

授業 

 

・オンライン授業の配信期間 

 第１学期：平成３０年４月～平成３０年８月 

 第２学期：平成３０年１０月～平成３１年２月 

 

・第１学期,第２学期ともに，学部１８科目，大学院２０科目を配信 

面接授業 

 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング） 

・面接授業は以下の期間で１科目８５分の授業を８回実施 

 第１学期：平成３０年 ４月１４日（土）～平成３０年８月８日（水） 

 第２学期：平成３０年１０月１７日（水）～平成３１年２月１０日（日） 

・延べ３，２７７クラスの面接授業を実施 



通信指導 

・放送授業科目について，学期の途中に１回，一定範囲の問題を出題し，その添削を実施（通信

指導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：平成３０年 ６月 ７日（第１学期） 

          平成３０年１１月３０日（第２学期） 

         〔平成３０年 ８月１３日（集中科目履修生）〕 

研究指導 

（大学院） 

・大学院修士課程では，研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を実施  

・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導チームで博士論文作成のための指導を行

い、博士後期課程第３年次の学生は博士論文等の審査を実施 

単位認定試

験 

・教養学部       平成３０年７月２９日～ ８月 ５日（第１学期） 

            平成３１年１月２５日～ ２月 ２日（第２学期） 
・集中科目履修  

「司書教諭資格取得に資する科目」 平成３０年１０月１２日 単位認定レポート提出期限 

「看護師資格取得に資する科目」  平成３０年 ９月２８日，２９日  

 

・大学院文化科学研究科 平成３０年７月２７日～２８日（第１学期） 

            平成３１年１月２４日，２６日（第２学期） 
 
 また，学部において５，９８８人の卒業認定，大学院修士課程において３２９人,大学院博士後期課程にお

いて７人の修了認定を行った。  
                                     
  （学部卒業者数推移）  

平成２８年度 平成２９年度 
平成３０年度 

平成３０年度末累計
第１学期 第２学期 計 

５，４５３人 ５，７０６人 ２，３５１人 ３，６３７人 ５，９８８人 １０６，２０３人

 
  （大学院修士課程修了生数推移）  

平成２８年度 平成２９年度 
平成３０年度 

平成３０年度末累計
第１学期 第２学期 計 

３２４人 ３２２人 ５人 ３２４人 ３２９人 ５，８６４人

   
（大学院博士後期課程修了生数推移）  

 
平成２９年度 

平成３０年度 
平成３０年度末累計

第１学期 第２学期 計 

８人 ０人 ７人 ７人 １５人

 
 

② 専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，幼稚園教諭免許状，看護師資格取得など各
種資格の取得に資する教育を実施した。また、令和元年度第１学期から公認心理師対応カリキュラムを
学部段階で開設することを決定した。  

     
③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に，認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プラン

の改善を図った。  
     

④ 他大学等との単位互換・連携協力を，平成３０年度末までに下記のとおり実施している。 
 
    

単位互換 連携協力 

学部 大学院 専修学校 高等学校 

３９１校 ８校 ４７校 １４校 



⑤ 教員免許更新講習を開設し，下記のとおり夏期及び冬期に講習を実施した。 
  夏期 受講者数 １２，５２９人   冬期 受講者数 ８，０７５人 
 

⑥ 人生１００年時代における社会人の多様な学び直しニーズに応え，忙しい社会人でも学びやすいよう、
インターネット上で学習するオンライン授業科目を新たに１２科目開講した。また，リカレント教育を
推進するため，データサイエンスやサイバーセキュリティに関する科目の制作・開講を行った。また、
提供する教育の内容等に関係する団体等と連携して実践的な講習を提供し、受講者のキャリアアップに
資することを目的とする「キャリアアップ支援認証制度」を新たに創設した。  
 

⑦ ベトナム・ハノイで開催されたＡＡＯＵ（アジア公開大学連合）年次大会、フランス・パリで開催され
たＩＣＤＥ（国際遠隔教育会議）リーダーシップサミット及びノルウェー・リレハンメルで開催された
ＩＣＤＥ生涯学習サミットに参加し,本学の取り組みを紹介するとともに遠隔教育の直面する課題に対
する議論等を通じて,各国との相互交流を図った。  

 
 

（３）教材の作成  

 

①  令和元年度に新たに開設する放送授業科目学部５６科目，大学院８科目について，放送教材及び印刷   

教材を作成するとともに，令和元年度に新たに開設するオンライン授業科目学部５科目，大学院５科目

について，オンライン教材を作成した。また，特別講義８番組を制作した。 

 

② 令和元年度新規開設科目（テレビ,ラジオ及びオンラインの各科目）について紹介するデータ放送用コ

ンテンツを制作した。 

 

③ テレビ授業科目のＥＰＧ番組詳細情報コンテンツを制作した。 

 

④ 授業科目３１科目等の番組について字幕を付与した。 

 

⑤ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十分配慮する

とともに，著作権処理データベースを運用し，効率的に著作権処理業務を行った。 

 

⑥ 放送教材の作成経費について，執行プロセスを厳格に管理することにより、効率的な執行に努めた。 

 

 

（４）学習センターの運営  

 

① 学習センターにおいて，延べ３，２７７クラスの面接授業を実施した。 

     また，学生間の交流や学習意欲を促進するため，サークル活動や教員によるミニ講座等に供するなど講

義室の有効活用を図った。 

 
② 各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。  

     ・教養学部             平成３０年７月２９日～ ８月  ５日（第１学期） 
                       平成３１年１月２５日～ ２月  ２日（第２学期） 
     ・集中科目履修生  
      「看護師資格取得に資する科目」  平成３０年 ９月２８日，２９日 
 
     ・大学院文化科学研究科        平成３０年７月２７日～２８日（第１学期） 
                       平成３１年１月２４日，２６日（第２学期） 
 

③ 各学習センターにＤＶＤ，ＣＤ等の放送教材を配架し，再視聴学習機会の提供を行った。 
 

④ 各学習センターにおいて，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等の学生サービス業務を行った。  
 

⑤ 各学習センターにおいて，当該地域の広報活動及び学生募集活動を行った。  
 
 
 
 



（５）施設設備の整備  
 

① 本部施設及び埼玉学習センターの特別修繕を行った。  
 
 ② 教育研究に必要な視聴設備の整備を進めるとともに，図書・学術雑誌の充実を図った。 

 
 
（６）授業評価の実施  

 
授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 
また，学部・大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）講演会を実施した。 

 

（７）ＩＣＴ活用教育の推進  
 

① ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，本学における教育の質向上と
ＩＣＴ活用教育の導入・推進を図った。 

 
② 学生の情報リテラシー向上のため，面接授業等による情報リテラシー教育を実施した。 

 
③ 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などから研究者を招へいし、９月に国際シンポジウムを開催し最新の取
り組み等に関して情報収集するとともに，９月に中国・国家開放大学が主催した日中韓セミナーに参加
し,オンライン教育等ＩＣＴを活用した学習の諸問題について意見交換した。  

 
④ 学生の情報セキュリティ意識向上のため，eラーニングによる学習環境を構築し，情報セキュリティ研
修を実施した。 

 
 

２ 大学における教育に必要な放送の実施に関する事項  

 
（１）放送の実施  

地上デジタルテレビ放送（東京放送局及び前橋放送局）,ＦＭ放送（東京放送局及び前橋放送局），Ｂ
Ｓテレビ放送及びＢＳラジオ放送により，次のように授業番組及び生涯学習支援番組等を放送した。 

   また，地上デジタルテレビ放送及びＢＳテレビ放送においては，マルチ編成及びデータ放送を実施し
た。 

なお、地上デジタルテレビ放送及びＦＭ放送は、通常の放送を平成３０年９月末に終了し，１０月１日
からＢＳ放送でＢＳ２３１ｃｈ、ＢＳ２３２ｃｈ及びＢＳ５３１ｃｈのマルチチャンネル放送へと移行し
た。これに伴い地上波放送で視聴している学生がＢＳ放送又はインターネット配信等による視聴へ円滑に
移行できるよう、周知活動を実施するとともに、視聴者が放送番組をインターネットで探しやすくなるよ
う番組案内ホームページ及びＡｎｄｒｏｉｄ ＴＶアプリを運用開始した。 

 
① 番組編成期間及び放送時間  
・平成３０年度第１学期 

・地上デジタルテレビ放送第１チャンネル及びＦＭ放送,ＢＳテレビ放送第１チャンネル及びＢＳラジ
オ放送 

 

番組編成期間 放  送  時  間 

放送授業期間 

（第１学期） 

 平成３０年 ４月１日～ ４月２８日 

 平成３０年 ５月６日～ ７月２１日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで 

 ゆとりの期間 

 平成３０年 ４月２９日～ ５月 ５日 

  

 集中放送授業期間 

 平成３０年 ７月２２日～ ９月３０日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

 

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 



・ 地上デジタルテレビ放送及びＢＳテレビ放送の第２チャンネル及び第３チャンネル  
 

番組編成期間及び放送時間 

午後１時から午後２時３０分まで 

       毎日                 及び 

午後８時４５分から午後１１時まで 

 
 
 

 ・平成３０年度第２学期 

      ・ＢＳテレビ放送（ＢＳ２３１ｃｈ） 

 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 

平成３０年１０月１日～１２月２８日 

平成３１年 １月５日～ １月２０日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで

年末・年始期間 

平成３０年１２月２９日～平成３１年 １月 ４日 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 
冬季期間 

平成３１年 １月２１日～ ３月３１日 

 

 

・ＢＳテレビ放送（ＢＳ２３２ｃｈ）及びＢＳラジオ放送（ＢＳ５３１ｃｈ） 

 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 

平成３０年１０月１日～１２月２８日 

平成３１年 １月５日～ １月２０日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前１時３０分まで

 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前２時１５分まで

年末・年始学習期間 

平成３０年１２月２９日～平成３１年 １月 ４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬期学習期間 

平成３１年 １月２１日～ ３月３１日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで

火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
 
 
 
 
 
 
 



② 番組の種類  
・平成３０年度第１学期 

番  組  名 番  組  内  容 

授
業
番
組 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 
各分野で顕著な業績のある者が，それぞれの専門について，自由にあ

るいはさらに深く掘り下げて講義する番組 

告
知
番
組 

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 

特別番組 

生涯学習、遠隔教育の普及や、学園の研究活動の社会還元に資するた

め、対談、シンポジウム、講義など多様な演出形式とテーマで放送す

る番組 

あなたの知りたい 

放送大学 
放送大学での学びを分かりやすく紹介する番組 

もう一度みたい名講義 

～放送大学アーカイブス～ 

過去の名講義を改めて紹介することで，放送大学で学ぶことの意義と

魅力を伝える番組 

 

    ・平成３０年度第２学期 

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組（単位認定を前提と

した授業科目） 

学生の授業履修を目的に，全授業科目を放送。単位認定試験までに

１５回放送。 

生涯学習支援番組（単位認定

を前提としない授業科目） 

単位認定を前提としない広義の授業番組。具体的な放送番組種別は

次のとおり。 

（１）学問への興味を沸き立たせる領域 

ＢＳキャンパスｅｘ特集、”科学”からの招待状、公開講座セレ

クション、特別講義 

（２）学び直しのきっかけとなる領域 

クロス討論、スペシャル講演、１６番目の授業、放送大学アーカ

イブス・知の扉、学習センターめぐり 

（３）具体的な学び直しに入る領域 

キャリアアップ（例：データサイエンス、サイバーセキュリテ

ィ等） 

告知番組 放送大学の魅力を伝える告知番組 

（番組例） 

授業科目ガイド、大学の窓、全国学習センターめぐり、キャンパス

ガイド 等 

 
（２）放送設備の整備  

安定した放送を確保するため，主調整室の補修等を行うとともに，放送関連施設及び機器の保全・管理

等を実施した。 

また，メーカーによる保守期限満了に伴う放送番組運行システムの整備及びファイルベース型番組送出

システム等の改修を行った。 



 

（３）地上波放送設備の撤去に係る準備・調整  

平成３０年１０月の地上波放送局の廃止に伴う関連設備の撤去に係る準備・調整を行い、一部設備の撤

去を実施した。 

 

 

（４）放送事故  

      放送法第113条にあたる重大事故はなかった。 

なお、平成３０年１０月３０日、ＢＳデジタルテレビ放送についてデータ放送が送出されない放送事

故（ＢＳ２３１ｃｈ：３時間４５分、ＢＳ２３２ｃｈ：３時間１５分）が発生した。これについては、

当日、ホームページに掲載し周知した。本放送事故は、放送法施行規則第127条の設備に関する報告（半

年毎）において記載する。 

 

３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

 

（１）広報活動の実施  

広報・学生確保対策本部において策定した広報・学生確保に関する年度計画に基づき，各学習センター

と連携を図り，効果的な広報活動を行った。 

また，定期的な市場把握・競合比較調査及び入学者アンケートにより効果の検証等を行いながら認知度

向上の促進を図った。 

      

① 放送大学の周知に係る広報活動 

    ・ ホームページの充実 

・ 新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した広報の実施 

    ・ 大学説明会・個別入学相談会の実施   
    ・ 公開講演会の企画・実施（学習センターでの実施 計７２０回）  
    ・ 図書館所蔵コレクションを利用した展示会協力（北海道大学） 

 

② 学生募集に係る広報活動  

    ・ 学生募集用ポスター，学生募集用リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・ Ｗｅｂ，新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

       テレビＣＭ 各地方局及びケーブルテレビ局等 

       新聞広告  読売，日経新聞等 

    ・ 学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 

平成30年度第2学期学生募集 11,926件 令和元年度第1学期学生募集 11,489件 

    ・ オープンキャンパス及び個別相談会（各学習センター）の実施 

    ・ 生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請  

    ・ 関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

 

（２）調査研究の実施  

 
・ 視聴状況調査 

       学生に対して,放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調

査を実施し，その結果の活用を図った。 

    ・ 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究 

インターネットの積極的な活用により放送授業・オンライン授業への案内を強化する等、学園の今

後のメディア活用の在り方について調査研究を行った。 

・ 学習教育戦略研究所での研究活動 
学習・教育情報の分析等を通じた、より効果的な学習・教育方法の調査・研究やその成果の活用、

学園経営の改善に資する各種情報の収集・分析やその成果の活用等を行うことにより、学園の教育・

経営の改善・充実及び我が国の高等教育の充実・発展に寄与することを目的とした「学習教育戦略研

究所」を平成３０年４月１日付けで設置。随時提出された研究課題に対し審査を行い、採択された研

究課題について研究を行っている。 

・ 視聴者モニター調査 
       生涯学習支援番組が一般視聴者からどのように受け止められているか（番組の感想等）について、

視聴者モニターによる定性的な調査を実施した。 



 

（３）情報システムの運用等  
 

   ① 各種業務システム等の運用・管理  

人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システム，

情報基盤システム，文書管理システム等の運用・管理を行った。 

 

   ② 情報基盤システムの更新 

現状の機器の経年劣化への対応や情報セキュリティの向上を図るため，情報基盤システム及び図書シ

ステムの更新を行った 

 

   ③ キャリアアップ支援認証制度に係るシステムの構築 

「キャリアアップ支援認証制度」が創設され，プログラミング教育プランが令和元年度から開始され

ることから，当該制度の実施に係るシステムの構築を行った。 

 

④ 無線ＬＡＮ環境の整備 

学生個人のＰＣ等が接続可能な無線ＬＡＮ環境を各学習センターに整備し，運用を開始した。 

 

（４）インターネット配信 

学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目のうち１６８科

目（夏季集中科目５科目を含む。うち,字幕付与科目は１２２科目。）のインターネット配信,ラジオ授

業科目のうち１７８科目（夏季集中科目５科目を含む。うち,８科目について字幕を付与する実験を実

施。）のインターネット配信及びＩＰサイマルラジオの配信を実施した。 

 

 

（５）特別修繕準備金  

特別修繕準備金から169,778,710円を取り崩して特別修繕費に充てた。 

 

 

 

４ その他学園の行う業務に関する事項 

・ 学生等の受信環境の向上を図るため，ケーブルテレビ事業者による再放送の拡充を図った。 

・ 社会のニーズや環境の変化等を踏まえ，教育機能の強化・充実や業務運営の効率化等必要な改善を行

った。 

 

 

Ⅲ 当該会計年度における学園の借入金の借入先、借入れに係る目的及び借入金額  

 該当なし 

 

 

Ⅳ 当該会計年度において学園が受け入れた国庫補助金等の名称並びに受入れに係る目的及び金額  

名 称  放送大学学園補助金 

目 的  放送大学の設置・運営、放送及び委託放送業務、その他附帯する業務に要する経

費の一部に充てること 

金 額  7,637,395,807 円 

 

名 称  放送大学学園施設整備費補助金 

目 的  学園の設置する施設の整備充実を図るため、学園が行う施設の整備に要する経費

に充てること 

金 額  141,527,240 円 



 

 

Ⅴ 放送大学学園が対処すべき課題 

１ 生涯学習・教養教育・遠隔教育の中核的機関である放送大学の充実、放送大学の教育に必要な放送の安定的運用

を通じ、我が国の教育への一層の貢献に資する。 

２ 放送大学における教育の質保証と向上に努め、学び直しの機会の提供を一層充実するなど、社会のニーズを積極

的に取り入れ社会の期待に応えるとともに、学習者が学びやすい環境を整える。 

３ 業務運営の改善及び効率化を図り、自己収入の増加と経費の抑制に努め、安定した経営基盤の確立を図る。 

 


